


事業費：484,254千円 

　教職員の長時間勤務を改善するため、ＩＣカードによる勤務時間の適正な把握など、実効
性のある対策を働き方改革の指針に盛り込み、順次実行することで、教職員が子どもと向き
合う時間の確保や教育の質の向上を図ります。

１３　児童生徒を取り巻く生活環境改善事業 高校教育課・義務教育課・特別支援教育課

１４　教職員の働き方改革推進事業 教職員課・施設課・体育スポーツ健康課他

  学校をプラットフォームとした子どもの貧困対策を展開するため、全中学校区へのスクー
ルソーシャルワーカー（ＳＳＷ）配置など、専門スタッフの配置拡充により、学校の生徒指
導及び教育相談体制を強化し、児童生徒を取り巻く生活環境の改善を図ります。

事業費：83,829千円 

教職員が子どもと向き合う時間の確保、教職員の健康の保持増進・ワークライフバランスの実現

定時退校日や学校閉庁日の設定

校務の情報化

• 児童生徒の出欠や成績処理等の情報を一元管理できる
システムの運用

• 学校用グループウェア及びメール連絡網の活用

部活動指導員の配置

• 単独で部活動の指導や引率を行うことができる部活動
指導員を配置

スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー

等の外部専門スタッフの活用

などの抜本的な取組により、教職員の超過勤務を縮減

抜本的な取組が必要

勤務時間の適正な把握

• 全県立学校において、ＩＣカードによる勤務時間の適正な
把握を実施（平成31年1月から）

• 休暇等申請・決裁システムの活用

教職員の働き方改革取組指針

教職員の長時間勤務が深刻化

（教職員に求められる教育課題が複雑化・困難化するとともに、保護者・地域活動への対応等、その役割が多様化）

地域部活動推進事業

• 休日の部活動の段階的な地域以降に向けた地域部活
動に関する実践研究

業務改善の推進

• 公立学校における教職員の働き方改革推進ハンドブック
を活用した事業、調査、会議、研修等の見直し
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事業費：  －　 

　「ふくおか社会教育応援隊（県社会教育主事等）」が、市町村教育委員会等が実施する社
会教育関連事業に対し、効果的・効率的な運営を支援することにより、地域における社会教
育活動の充実及び活性化を図ります。

１５　競技者育成・競技団体等活性化事業 体育スポーツ健康課

　国際大会等世界の舞台で活躍するなど、スポーツの力で県民に夢や感動を与えることので
きるトップアスリートを輩出するため、スポーツに取り組む小・中学生の発掘から始まる各
年代の「育成システム」を構築します。

事業費：153,195千円 

１６　ふくおか社会教育応援隊事業 社会教育課

読
書
活
動
応
援
隊
・家
庭
教
育
支
援
チ
ー
ム
等

社会教育応援隊

○教育プログラムの作成支援等

・目標設定、プログラム立案、

事業評価

・プログラム等に関する情報提供

○体験活動等の運営支援

・集団づくり、野外活動、危機管

理 指導者育成

○講師・助言者の派遣

・講師紹介、講師派遣

社会教育関連事業

○

地
域
に
お
け
る
社
会
教
育
活
動
の
充
実
・活
性
化

○

社
会
教
育
関
連
事
業
の
効
果
的
・効
率
的
な
運
営

○市町村教育委員会

○教育施設等（小中学校・

公民館・ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ等）

○社会教育関係団体（PTA・
公民館連合会等）

○その他ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ等活動団体連携

○教育事務所及び県立青少

年教育施設職員

（社会教育主事等）

○家庭教育支援

○まちづくり・地域づくり

○公民館活動

○学校支援

○ＰＴＡ活動

○生涯スポーツ

○青少年教育

○読書活動 等
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事業費：3,768千円 

　日本遺産「古代日本の『西の都』」の魅力を国内外に発信し、広く知ってもらうととも
に、本県の文化・歴史への興味と関心を高めるような機会を提供します。

文化財保護課１７　古代日本の「西の都」魅力発信事業（一部新規）

１８ 個別の人権課題に関する指導方法等調査研究事業 人権・同和教育課

  本県の人権・同和教育における個別の人権課題に関する学習内容や指導方法等の体系化・
標準化及び教員の指導力の向上を図るため、実態調査や検証授業等を通して指導方法や内容
の在り方等について調査・研究し、もって児童・生徒の人権尊重精神の育成を図ります。

事業費：31,469千円 

・シンポジウムや展示会による魅力発信

・解説本や講座の開催による普及・啓発

・魅力を深める関連文化財の調査研究、整備

・ホームページによる情報発信

・コーディネーターとして外部人材を活用

＜日本遺産「古代日本の『西の都』」＞

○古代日本の「西の都」とは

・およそ１，３００年前、筑紫の地に東アジアの防衛や国際交流の拠点として栄えた都。

・ の構成文化財があり、主なものとしては大宰府跡や大野城跡、基肄城跡、水城跡がある。

○日本遺産としての認定

・平成２７年 太宰府市単独での認定

・令和２年６月 対象範囲を筑紫地区を中心とした５市２町に広げる追加認定

（筑紫野市、大野城市、春日市、太宰府市、那珂川市、宇美町、佐賀県基山町）

大宰府政庁跡

児童・生徒の人権尊重精神の育成

教員の人権感覚と指導力の向上調査研究委員会

個別の人権課題に関する学習内容・

方法等についての実態調査を実施・

分析し、学習内容や指導方法等の体

系化・標準化について研究する。

基本的人権の尊重

豊かな人権感覚○実態調査の結果をもとに、学習内容

や指導の在り方等を研究

○実態調査の実施・分析

児童・生徒

学校
市町村

教育委員会

大学

研究機関

関係機関

団体

【組織図】

個別の人権課題に関する

学習内容や指導の在り方の

体系化・標準化

検証校授業

・小学校

・中学校

・県立学校

指

導

者

用

手

引

書

作

成

県
下
の
学
校
に
普
及

○指導者用手引書の作成

実態調査を

依頼

学習内容や

指導方法等

を集約

成果と課題

を集約

検証授業を

依頼

実態調査

・県立高等学校

・特別支援学校

・市町村教育委員会

（政令市を除く）

ヒアリングや資料収集

の実施

個別の人権課題ごとに検

証授業の実施
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１９　新型コロナウイルス感染症対策関連事業（一部新規）

新型コロナウイルス感染症対策への対応を図るとともに、学校教育活動や社会教育施設等
の充実を図ります。

事業費：4,673,560千円 

県立学校感染防止・教育活動継続支援

・県立学校における感染拡大防止のための衛生用品等の購入

特別支援学校通学バスの増便

・通学バス車内における感染リスク低減を図るため通学バスを増便

学習指導員等配置

・習熟度に応じた学習の充実等、児童生徒をサポートする学習指導員の配置

ＩＣＴ環境の整備
・県立学校の高等学校段階の生徒用１人１台タブレット型パソコンの配備

・県立学校の教員用タブレット型パソコンの配備

・学習用インターネット回線の増設

・教員のＩＣＴ活用をサポートする情報通信技術支援員（ＩＣＴ支援員）の継続配置

（全県立学校）

・児童生徒の障がいの特性に応じたＩＣＴ機器（分身ロボット・デジタル教科書等）

の配備・維持・更新（県立特別支援学校）

教員のＩＣＴ活用指導力向上
・学校において求められる立場、役割、資質・能力に応じた教員研修の拡充

先進的教育モデルの研究
・スタディ・ログ（学習履歴）を活用した個別最適化の学習指導モデル等の研究

学校教育活動の充実

社会教育施設等の充実

教員業務支援員の配置

・事務的業務や消毒作業等、教員をサポートする教員業務支援員の配置

【 ＩＣＴを活用した教育の推進】

【感染症対策と学習保障の両立を図る人的体制の充実】

【学校における感染症対策の充実】

・
緊
急
時
の
「
学
び
の
保
障
」

・
個
別
最
適
な
学
び
の
実
現

社会教育施設等感染防止対策

・社会教育施設等における感染拡大防止のための衛生用品等の購入

働
き
方
改
革
の
推
進

非来館型・体験型サービスの充実

・県立図書館における電子書籍の整備

・県立美術館の所蔵作品を鑑賞できる「バーチャル美術館」の公開や、学習・鑑賞支援サイト

「edukenbi（えでゅけんび）」による学習コンテンツの提供

・九州歴史資料館の展示物の鑑賞及び館内探索がホームページ上でできるメニューの公開や、

遺跡等の内部を３Ｄゴーグルで仮想体験できるＶＲコンテンツの整備

事業費：3,768千円 

　日本遺産「古代日本の『西の都』」の魅力を国内外に発信し、広く知ってもらうととも
に、本県の文化・歴史への興味と関心を高めるような機会を提供します。

文化財保護課１７　古代日本の「西の都」魅力発信事業（一部新規）

１８ 個別の人権課題に関する指導方法等調査研究事業 人権・同和教育課

  本県の人権・同和教育における個別の人権課題に関する学習内容や指導方法等の体系化・
標準化及び教員の指導力の向上を図るため、実態調査や検証授業等を通して指導方法や内容
の在り方等について調査・研究し、もって児童・生徒の人権尊重精神の育成を図ります。

事業費：31,469千円 

・シンポジウムや展示会による魅力発信

・解説本や講座の開催による普及・啓発

・魅力を深める関連文化財の調査研究、整備

・ホームページによる情報発信

・コーディネーターとして外部人材を活用

＜日本遺産「古代日本の『西の都』」＞

○古代日本の「西の都」とは

・およそ１，３００年前、筑紫の地に東アジアの防衛や国際交流の拠点として栄えた都。

・ の構成文化財があり、主なものとしては大宰府跡や大野城跡、基肄城跡、水城跡がある。

○日本遺産としての認定

・平成２７年 太宰府市単独での認定

・令和２年６月 対象範囲を筑紫地区を中心とした５市２町に広げる追加認定

（筑紫野市、大野城市、春日市、太宰府市、那珂川市、宇美町、佐賀県基山町）

大宰府政庁跡

児童・生徒の人権尊重精神の育成

教員の人権感覚と指導力の向上調査研究委員会

個別の人権課題に関する学習内容・

方法等についての実態調査を実施・

分析し、学習内容や指導方法等の体

系化・標準化について研究する。

基本的人権の尊重

豊かな人権感覚○実態調査の結果をもとに、学習内容

や指導の在り方等を研究

○実態調査の実施・分析

児童・生徒

学校
市町村

教育委員会

大学

研究機関

関係機関

団体

【組織図】

個別の人権課題に関する

学習内容や指導の在り方の

体系化・標準化

検証校授業

・小学校

・中学校

・県立学校

指

導

者

用

手

引

書

作

成

県
下
の
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に
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及

○指導者用手引書の作成

実態調査を

依頼

学習内容や

指導方法等

を集約

成果と課題

を集約

検証授業を

依頼

実態調査

・県立高等学校

・特別支援学校

・市町村教育委員会

（政令市を除く）

ヒアリングや資料収集

の実施

個別の人権課題ごとに検

証授業の実施
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「令和４年度福岡県の教育施策」において、重点的に取り組む事業に関する予算概要

（千円）

柱
重点的に
取り組む
事業

事業名 予算額 説　　　　　　　　　　明

○福岡県学力調査の実施に要する経費（対象：小学校5年生、中学校1・2年生） 48,798

○学力強化が特に必要な市町村が実施する学力向上ﾌﾟﾗﾝの推進に対する助成等 6,460

○学力強化が特に必要な市町村への非常勤講師の派遣に要する経費 198,631

○活用力育成教材集の作成及び診断ﾃｽﾄの実施等に要する経費 6,893

[新]学級づくりと個別最適な学習
推進事業

9,149 ○「個別最適な学び」と「協働的な学び」による確かな学力の育成に要する経費

　に要する経費

○小・中学校の教員を対象とした授業実践研修に要する経費 364

○県立高校におけるﾃﾞｨﾍﾞｰﾄ等を導入した主体的・協働的な授業法の研究開発

　に要する経費 1,645

地域学校協働活動事業 181,553 ○市町村が行う放課後活動、学校支援に対する助成等

○市町村のｺﾐｭﾆﾃｨ･ｽｸｰﾙ導入に向けた研修会に要する経費 975

○市町村がｺﾐｭﾆﾃｨ･ｽｸｰﾙ導入を準備するためのﾃﾞｨﾚｸﾀｰ配置に対する助成 3,700

○小学校における英語教育の教科化への対応に要する経費

　・教員の英語力・指導力向上研修 6,138

　・児童の英語を用いたｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝへの意欲向上に向けた交流会 6,491

○中学校における英語教育の高度化への対応に要する経費

　・英検ＩＢＡﾃｽﾄ（対象：中学校3年生）、ｽﾋﾟｰﾁｺﾝﾃｽﾄ 12,892

　・英語教育重点市町村が行う英語学習支援員配置等に対する助成 16,850

［新］小中学校における英語教育ﾓﾃﾞﾙ開発のための体験型英語学習の実施に

　　対する助成 14,639

○高等学校における４技能型英語力の総合的な育成に要する経費

　・高校生の英検等受検費用の助成 2,902

　・ALT（外国語指導助手）の配置・活用に要する経費 417,875

　・EAS（英語活動指導員）の配置・活用に要する経費 26,773

　・NET（ﾈｨﾃｨﾌﾞ英語教員）の配置・活用に要する経費 12,511

　・高校生の留学経費に対する助成 3,460

　・教員の英語力・指導力向上研修に要する経費 141

○市町村が行う部活動指導員の配置に対する助成 25,245

○県立学校における部活動指導員の配置等に要する経費 71,905

○市町村が行う部活動の段階的な地域移行に向けた実践研究に対する助成

　（運動部活動） 5,287

○「ｽﾎﾟｺﾝ広場」地区大会等の開催に要する経費 949

○県立学校へのｵﾘﾝﾋﾟｱﾝ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｱﾝ派遣に要する経費 1,100

○ﾀｸﾞﾗｸﾞﾋﾞｰの普及に要する経費 27

４ ワンヘルス教育推進事業 20,014 ○ﾜﾝﾍﾙｽに関する教育及び理念の普及・啓発に要する経費

○市町村の全中学校区へのｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ配置に対する助成 42,678

○小・中・高等学校における不登校等生徒指導上の諸課題に対応する専門ｽﾀｯﾌ

　の配置に要する経費 41,151

○全小学校（指定都市を除く）へのｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ配置に要する経費 106,489

○全中学校（指定都市を除く）へのｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ配置に要する経費 254,901

○全県立学校へのｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ配置に要する経費 92,417

○県立高校の各学区への訪問相談員等配置に要する経費 21,042

○24時間対応教育相談の実施等に要する経費 46,485

○教育相談体制の構築に要する経費 540

ＳＮＳを活用した教育相談事業 25,254 ○ＳＮＳを活用した相談体制の構築に要する経費

○市町村のｺﾐｭﾆﾃｨ･ｽｸｰﾙ導入に向けた研修会に要する経費　※再掲 975

○市町村がｺﾐｭﾆﾃｨ･ｽｸｰﾙ導入を準備するためのﾃﾞｨﾚｸﾀｰ配置に対する助成　※再掲 3,700

○市町村が行う放課後活動、学校支援に対する助成等　※再掲 181,553

[新]県立高校のｺﾐｭﾆﾃｨ･ｽｸｰﾙ導入に要する経費 2,271

[新]県立高校における地域学校協働活動の実施に要する経費 2,136

○ふくおか教育月間（11月）の推進に要する経費 9,849

９ 「鍛ほめ福岡メソッド」総合推進事業 8,465 ○小・中学校における学力向上のための「鍛ほめ福岡ﾒｿｯﾄﾞ」の研究に要する経費

○生活困窮世帯等の生徒に対する進学・就職支援を行うｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの配置に要す

　る経費

６

１

１０

２

Ⅰ　教育の充実

３

５

児童生徒を取り巻く生活環境
改善事業

７

８

[新]不登校児童生徒支援強化
事業

17,667 ○市町村が設置する教育支援センターの機能強化に要する経費

地域と一体となった学校づくり事業 200,484

高校生みらい支援事業 32,541

○推進拠点校における学力向上のための授業・組織運営・人材育成の一体的改善
学力向上推進拠点校指定事業 12,227

ふくおか学力アップ推進事業 260,782

「主体的・対話的で深い学び」
推進事業

2,009

コミュニティ・スクール導入促進事業 4,675

グローバル化に対応した
英語教育推進事業

520,672

福岡県体力向上総合推進事業 104,513

子どもの読書習慣形成・定着
支援事業

3,627 ○市町村が行う子どもの読書習慣の形成・定着に向けた取組に対する助成等

スクールカウンセラー等
活用事業

474,849

「子どもホットライン24」相談事業 47,025

保護者と学ぶ児童生徒の
規範意識育成事業

5,850 ○児童生徒及び保護者が参加する規範意識育成学習会への講師の派遣に要する経費

83,829
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○産学官連携を行い、高度で実践的なものづくり技能を持つ人材育成に要する経費 31,949

[新]半導体関連企業で活躍できる人材育成に要する経費 66,396

○生徒が主体となって計画立案した体験活動等の実施に要する経費

　・高等学校　　26,323　　　・特別支援学校　4,452

高校生キャリア教育推進事業 1,122 ○地域企業と連携したｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ（就業体験）実施等に要する経費

[新]特別支援学校生徒ICT活用

就職支援事業

○企業等の関係機関から就職に係る支援や助言を受けるための就労促進連携協議会等に

　要する経費

特別支援学校技能検定事業 198 ○特別支援学校における技能検定の実施等に要する経費

帰国・外国人児童生徒等への ○日本語指導を行う教員の指導力向上に要する経費 620

日本語指導体制整備事業 ○ﾓﾃﾞﾙ市町村が行う日本語指導が必要な児童生徒への支援の実践研究に対する助成 8,124

○公立小中学校の教員に対するＩＣＴ活用能力向上のための研修実施及び授業ﾓﾃﾞﾙ開発に

　要する経費 17,523

○ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ教育に対応するための教員指導力向上に要する経費 6,829

[新]「情報Ⅰ」のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ実習環境整備に要する経費 48,178

[新]県立学校における一人一台タブレット型端末等のICT機器整備に要する経費 3,582,446

○県立学校の学習用ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ回線の増設に要する経費 64,658

○県立学校にICT支援員を配置し、教員のICT活用能力向上研修等の実施に要する

　経費 223,232

○教育ｾﾝﾀｰ、体育研究所においてＩＣＴ活用能力向上に係る教員研修を実施する

　ためのＩＣＴ環境整備に要する経費 7,676

○教育事務所等におけるＩＣＴ環境整備に要する経費 4,067

○特別支援学校の訪問教育対象生の学習・交流機会拡充のための分身ロボット配備

　に要する経費 6,879

○特別支援学校におけるＩＣＴ活用教育推進のためのﾃﾞｼﾞﾀﾙ教科書及び電子黒板

　の整備に要する経費 8,479

○市町村の全中学校区へのｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ配置に対する助成 42,678

○小・中・高等学校における不登校等生徒指導上の諸課題に対応する専門ｽﾀｯﾌ

　の配置に要する経費 41,151

○県立学校におけるICｶｰﾄﾞによる勤務時間管理ｼｽﾃﾑの運用に要する経費 11,332

○県立学校における情報共有ｼｽﾃﾑ運用に要する経費 3,663

○県立学校における生徒の基本情報等管理ｼｽﾃﾑ運用に要する経費 142,890

○県立学校にICT支援員を配置し、教員のICT活用能力向上研修等の実施に要する

　経費　※再掲 223,232

○市町村が行う部活動指導員の配置に対する助成　※再掲 25,245

○県立学校における部活動指導員の配置に要する経費　※再掲 71,905

○市町村が行う部活動の段階的な地域移行に向けた実践研究に対する助成　※再掲 5,987

○将来有望な小・中学生の選手発掘・育成に対する助成 36,096

○国体成年種別の「ふるさと選手」の県内強化活動に対する助成 11,228

○本県重点種目に指定する競技団体の遠征・合宿に対する助成 16,500

○ｵﾘﾝﾋﾟｯｸをはじめとした大規模大会に向けた女性ｱｽﾘｰﾄの育成及び指導者育成等

　に要する経費 2,349

○ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ等国際大会に向けたｱｽﾘｰﾄの育成・強化に対する助成 2,700

○ｵﾘﾝﾋﾟｯｸをはじめとした大規模大会に向けたｱｽﾘｰﾄの育成等に要する経費 64,281

○各種ｽﾎﾟｰﾂ大会開催に対する助成 8,450

○競技団体の組織強化に対する助成 11,591

[新]外部ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの任命に要する経費 474

[新]児童生徒対象の講座・解説本の作成に要する経費 4,159

[新]「西の都」の魅力を深めるための調査研究・発信に要する経費 26,836

○県立学校における教育活動の継続のために必要な感染症対策等に要する経費 298,398

○特別支援学校における感染ﾘｽｸ低減を図るための通学ﾊﾞｽの増便に要する経費 335,870

○ＩＣＴを活用した教育推進事業の実施に要する経費　※再掲 3,969,967

○市町村が行う学習指導員の配置に対する助成 21,404

○市町村が行う教員業務支援員の配置に対する助成 42,280

○社会教育施設等における感染拡大防止のための衛生用品等の購入に要する経費 5,641

○新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症拡大防止のため、電子書籍の購入による図書館ｻｰﾋﾞｽの充実

　に要する経費 －

○県立美術館における所蔵作品を鑑賞できる「ﾊﾞｰﾁｬﾙ美術館」に要する経費 －

○九州歴史資料館が収蔵する文化財の映像ｺﾝﾃﾝﾂの制作等に要する経費 －

Ⅱ　スポーツ立
　県福岡の実現

Ⅰ　教育の充実

8,744

１４

１０

児童生徒を取り巻く生活環境
改善事業
　　　　　　　　　　　　　※再掲

83,829

県立工業高校産業人材育成事業 98,345

―

Ⅲ　共助社会づ
　くり、生涯学
　習の推進

１８

１９

１５

１６

１７

１１

１２

１３

ＩＣＴを活用した教育推進事業

Ⅴ　人権が尊重
　される心豊か
　な社会づくり

Ⅳ　文化芸術の
　振興

4,673,560

31,469
古代日本の「西の都」魅力
発信事業

個別の人権課題に関する
指導方法等調査研究事業

3,768

新型コロナウイルス感染症対策
関連事業

ふくおか社会教育応援隊事業 ―

教職員の働き方改革推進事業 484,254

競技者育成・競技団体等
活性化事業

153,195

○個別の人権課題に関する指導方法等の研究に要する経費

○企業等のニーズに対応したﾃﾚﾜｰｸ実習等の実施に要する経費

特別支援学校等就職支援事業 401

未来を切り拓く人材育成事業 30,775

○市町村教育委員会等が実施する社会教育関連事業に対し、職員（社会教育主事等）
   が効果的・効率的運営を支援

3,969,967

40,005

−65−



−66−





令
和
四
年
度

福
岡
県
教
育
施
策
実
施
計
画

福
岡
県
教
育
委
員
会

0005


